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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、東日本大震災復興の検証と自然災害リスクを考慮した都市誘導施策
の提案である。研究計画のA, B, Cにあるように3つの領域を柱とした。
A:被災地を主とした災害対応の都市・建築空間データベースを構築、WEB公開するとともに国内外へ発信した。
また、復興過程を定量的に評価する復興曲線を用いて東日本大震災被災地の住宅再建や海外被災地との復興過程
の比較を行い、国際ジャーナルで発表した。B:現代の人口減少を踏まえ、川崎市における建物倒壊危険度評価と
空き家撤去によるリスク軽減効果について立証した。C:白鬚東地区再開発事業の検証、地理空間情報を用いた21
世紀日本全土の居住地災害リスクを分析した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to examine of recovery from the 2011 Great 
East Japan Earthquake and Tsunami, comprehensively and to propose a strategy for urban safety 
induction considering natural disaster risk in the 21st century. We built a database on Architecture
 and Urban Design for Disaster Risk Reduction, which is corresponding to disaster around the world. 
It is openly available to the public on the web. In addition, a paper on “Recovery Curves for 
Housing Reconstruction from the 2011 Great East Japan Earthquake and Comparison with Other 
Post-Dsaster Recovery Processes” was published in an international academic journal. Furthermore, 
we verified the building collapse risk assessment and risk reduction effect due to removal of vacant
 houses in Kawasaki city, conducted the verification of the Shirahige east area disaster prevention 
base redevelopment project and analyzed the disaster risk of residential areas throughout Japan in 
the 21st century.

研究分野： 都市防災

キーワード： 東日本大震災　南海トラフ地震　立地適正化計画制度　耐震補強推進策　コンパクトシティ
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究成果の学術的価値は、復興曲線作成方法を開発し復興課程を定量化したことである。本研究で提案された
復興曲線を用いることにより、社会的背景の異なる地域で起きた災害後の復興過程を定量的に比較することが可
能になる。また、被害軽減効果についてシナリオを設定し、その有益性を分析した。近い将来、高い確率で起こ
ると懸念されている、南海トラフ地震や首都直下地震などの巨大災害に対する災害リスク回避による都市誘導施
策にも資する可能性があり社会的意義も高い。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

 本研究課題における、学術的背景を以下に示す。 

(1) 東日本大震災被災地では各種復興事業が実施されてきたが、被災地の現状と将来に向けて
適切な復興であったかを包括的に検証する必要がある。 

(2) 東日本大震災被災地のみならず、日本各地には過疎化が進む地域が多々ある。各地のスプ
ロール化、空き家、人工増減、建物倒壊に関する脆弱性の現状把握と、過去に災害復興が行
われた地域でのその後の状況を調査する。 

(3) 第 3回国連防災世界会議（2015 年）で採択された「仙台防災枠組」により、2030 年までに
世界の各国が進めていくべき防災上の指針が示された。それを具体化するために、地域の
防災性を定量的に評価し、「仙台防災枠組」の指標を踏まえた国際基準の提案をする。 

(4) 2014 年に「都市再生特別措置法等の一部を改正する法律」が制定され、立地適正化計画制
度が創設された。これに基づきコンパクトシティを推進する自治体の状況と問題点を明ら
かにし、持続可能なまちづくりへの再構築を目指す。 

(5) 過疎化や都市計画制度上の課題に対して、自然災害リスクの回避を動機付けとした 21 世紀
の都市誘導施策を提案する。 

 

２．研究の目的 

 本研究では、以下のことを目的とする。 

(1) 東日本大震災発生後 10 年間の復興過程を検証・総括し、各地で抱えていた課題を整理し、
今後の巨大災害の復興に資するための提言を行う。 

(2) 日本国内の地域ごとの地震に対する脆弱性を地勢、建物倒壊および地域コミュニティの観
点から評価する。 

(3) 少子高齢化社会における現行の都市計画制度上の課題を明らかにし、自然災害リスクを踏
まえた都市誘導施策を提案する。 

(4) 国内各地の脆弱性評価結果と都市誘導施策を踏まえ、21 世紀の日本の都市の未来像を描き
出す。 

(5) 研究で明らかになった成果を仙台防災枠組の目標と照らし合わせて海外に向けて発信する。 

 

３．研究の方法 

 以下 3 つの大テーマと 7つの小テーマの観点から実施する。 

(1) 震災復興の検証 

① 東日本大震災復興の検証 

② その他震災被災地復興の現状把握 

(2) 国内各地の地域特性と災害リスクの実態把握 

① 仙台防災枠組指標に基づく地域特性評価および海外への情報発信 

② 各地の地域コミュニティ状況の把握 

③ 各地の建物倒壊危険性の分析 

(3) 都市の誘導施策の提案と 21 世紀の未来像 

① 現行都市計画関連制度の評価 

② 災害リスクを考慮した都市誘導施策の提案と地域の評価 

 

４．研究成果 

(1) 震災復興の検証 

 地方自治体庁舎の立地を考慮した相対的な津波浸水リスクの評価と 2011 年東日本大震災
の代替拠点空間配置の事例を分析した。 

 東日本大震災復興市街地における計画人口に対する居住人口の比較分析を行った。 

 東日本大震災復興事業に基づく事前高台移転による被害軽減効果を検証した。 



 東日本大震災被災地を主とした災害対応の都市・建築空間データベースを構築し、WEB 公
開するとともに国内外へ発信した。（図 1） 

 日本大震災発生後に被災者のために各地で建設された仮設住宅および災害公営住宅の建
設データを用いた復興曲線作成方法を開発し、岩手県、宮城県、および福島県の復興過程
を定量化した。また、1999 年台湾集集地震によって被災した集集と、2004 年インド洋津
波により被災したスリランカ、インドネシア、タイとの復興過程の比較を行い、国際ジャ
ーナルで発表した。（図 2） 

 復興プロセスにおける空間形成の実態に関して、石巻市を事例とし、商業施設の立地動向
変化に関して調査を行い、被災状況、業種、復興場所等に応じてその特徴を分析した。 

 復興事業のうち津波復興拠点整備事業に着目し、その宅地整備手法としての効果について
釜石市を事例として分析した。 

 

 

(2) 国内各地の地域特性と災害リスクの実態把握 

 仙台防災枠組において明言されている、自然災害のみならず、産業・人的・環境災害など
も考慮した対策に基づき、現在の自然災害中心の対策から、様々な災害を含めたリスク管
理を実施するため、All-hazards approach などの有効性について研究を行った。 

 東日本大震災の復興過程における NPO の認証（創設）等新しい団体等組織の変化などを東
北 3県の市町村単位で調査し、地方における大規模災害による被災地の変容を事前に想定
できる事象を検討した。 

 川崎市における建物倒壊危険度評価と空き家撤去によるリスク軽減効果を分析した。（図
3, 図 4） 

(3) 都市の誘導施策の提案と 21 世紀の未来像 

 立地適正化計画と個別公共施設再編計画との関係性を把握し、立地適正化計画に基づく個
別都市施設の誘導効果の実態を明らかにした。 

 立地適正化計画と地域交通網形成計画との関係性を分析し、それぞれの役割分担の実態を
明らかにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 災害対応の都市・建築空間データベース 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 復興曲線を用いた復興課程の定量化 

 

図 3 川崎市における建物倒壊危険度 

 

図 4 川崎市における建物倒壊危険量軽減策の検討 
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 自然災害リスクを考慮した都市誘導施策の一つである災害危険区域指定の実態について
調査した。 

 中心市街地活性化基本計画策定後に独自の方策を取っている自治体を調査した。 

 周辺市街地環境の変化を考慮した白鬚東地区防災拠点再開発事業の検証を行った。（図5） 

 地理空間情報を用いた 21 世紀日本全土の居住地災害リスクを定量的に分析した。（図 6） 

 総合的災害管理マトリクスを作成し、フェーズごとに自助・共助・公助のハード面・ソフ
ト面において実施すべき対策を明確にすることにより、災害リスクの低減と災害レジリエ
スの向上に繋がることを提唱した。 

 災害時と平時のフェーズを分けないフェーズフリーな防災対策を提唱した。 

 日本の現状と将来像を踏まえて「自助努力（SE）、共助（MA）、公助（PS）」のうち、今後減
少し続ける「PS」を補う「SE」「MA」の確保・維持が重要であり、災害対策の意識を「コス
トから価値へ」、「フェーズフリー」へシフトすることにより日本の防災力向上に資する。 

 

図 5 白鬚東地区防災拠点における 40年間の年表 

 

図 6 居住地の洪水危険度分布 
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